

























































































いて見ていく。第二に、北部訓練場の軍事基地としての成立過程について法的文章を中心にしながら考察する。第三に、一九六〇年代の軍事的利用の展開について明らか する。最後に、一九七〇年末に生起した伊部岳闘争のインパクトが施政権返還後 同訓練 利用（五・一五メモ）にどのような影響を与え、ま それにもかかわらず軍事施設利用がいか して継続したのかを論じ
３
　












































































































































































































































































































S-（（（ ） 「日本政府所有財産の割当」 の施行をもってである （論
末に資料一として添付。 （アメリカ国立公文書館蔵：






























































































束を見せた。政治・経済的な運動として展開した土地問題は、米国側の「経済的」解決という枠組みに収 していく 他方、新たな軍用地政策の作成に当たって、沖縄側と事前に協議するとの譲歩を琉球政府側は引き出した。一九五九年一月にＵＳＣＡＲは、高等弁務官布令第一八号「暫定借地権の取得」と布令第一九号「琉球列島米国土地裁判所」を発布するとともに 二月一二日には高等弁務官布令第二〇号「賃借権の取得」を交付した。布令第一六四号により獲得された（一）限定的土地保有権が、布令第一八号により（二）定期賃借権に一度まとめられ、さらにそれが布令第二〇号により以下の二つのいずれかの権利に切り替えられること なる。 ＵＳＣＡＲ 布令第二〇号で取得した権利は、①不定期賃借権（
indefinite leasehold ）と②五カ年賃借権（
five-year leasehold ）の二種類だった。前
者は、 間 すなわち一定間隔の期日ごとに支払われる借賃の対価として、いかなる期間の制限も加えずに合衆国が使用を欲する期 、土地の上空、地下および地上ならびに当該土地の 上物件完全かつ独占的な使用、占有および共有におよぶ権利を指す。後者は賃貸借期間が五カ年間であ こ
3（4










































































































































































































































































の土地利用の法的および地理的観点から考察してきた。第一に、施政権下の土地をめぐる法過程について考察した。市町村有地や私有地は、一九五三年の布令第一〇九号「土地収用令」により本格的に接収されたことが「島ぐるみ闘争」の生起 その経済的妥協に帰結し 。これと対照的に、旧日 政府有および沖縄県有財産 占領は、米軍政府が占領直後に制定し ニミッツ布告にその起源を持ち、群島政府に財産管理権 して継承され その後ＵＳＣＡＲが引き継ぐ形で保持する とで展開した。一九五七年一〇月に正式にＵＳＣＡＲから在琉米軍への土地割当が成立し、翌年に第三海兵師団による使用が詳細に詰められることで恒久基地として設立した。第二に、一九六〇年代以降の北部訓練場内部の軍事的土地利用過程 ついて論じた。ヴェトナム戦争を機に海兵隊は訓練場南側に特別演習区
40（ 米施政権下における北部訓練場の軍事的土地利用はいかになされたか
域をつくり、林業育成も禁止し、周辺住民の森林資源利用を制限した。また訓練場内部に対ゲリラ戦闘訓練用の村や実弾演習場を設置 テスト実弾演習も実行することとなった。第三に、一九七〇年海兵隊が北部訓練場北側に新たな実弾演習場を建設し、その後伊部岳闘争により演習が止められた後に、ＵＳＣＡＲが海兵隊と共 どのような対策を講じた かを論じた。またこれが周辺の許可訓練場の許可申請に与えた影響と、施政権返還後の五・一五メモに与えた影響について考察した。伊部岳闘争の後に海兵隊司令官が公に述べた「実弾演習はしない」という言明は、施政権返還後の北部訓練場使用協定では「すべての兵器の実弾演習」が認められることとなり反故にされ、実弾を含む演習の可能性は施政権返還後も残存すること なっ 。　
まとめると、ニミッツ布告（一九四五年）→旧日本政府・沖縄県有財産の群島軍政府による割当権















れにより消失する水辺からの進入路のための陸域と水域が新たに提供さ た。そして南側残存地域に北側にある訓練能力を移設するために、新 なヘリパッド六基 作るという流れになっ いったのであった。　
本論の今後の課題は、施数権期の三村（国頭村、東村、大宣味村）における村有地および私有地の




































































































































































































略取し得る私有 と決定した総ての私有財産を含む」 （同上：二〇三） 。
（
13）ニミッツ布告は市長村有地も一九四五年の「遺棄財産」に組み込んだが、一九四六年四月に終戦当時の市町







he occupying State shall be regarded only as adm
inistrator and 
usufructuary of public buildings, real estate, forests, and agricultural estates belonging to the hostile State, 
and situated in the occupied country. It m
ust safeguard the capital of these properties, and adm
inister 
them
 in accordance w
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"such public property belonging to the Japanese G
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ebruary 10, 1（71. アメリカ国立公文書館蔵：





















































































































































































林野庁林政課、一九七四『戦後沖縄国有林経営の変遷に関する総合的調査研究（一） 』 。林野庁林政課、一九七五『戦後沖縄国有林経営の変遷に関する総合的調査研究（二） 』 。
